







































































































































































































































































































協定高 輸入高 達成率 内地調整高
1925年 1,500 1,204 80.3% 26,392
1926年 1,350 1,346 99.7% 25,283
1927年 1,550 1,608 103.7% 27,823
1928年 1,742 1,681 96.5% 27,838
1929年 1,893 1,892 99.9% 26,810
1930年 1,956 1,653 84.5% 24,048
1931年 1,762 1,718 97.5% 21,065
1932年 1,650 1,784 108.1% 20,447
1933年 3,126 2,274 72.7% 23,109
1934年 3,909 3,376 86.4% 31,059
























































































































































































1922年 16.77 19.93 14.60 14.01
1923年 16.83 19.65 13.90 14.56
1924年 16.00 17.99 13.30 14.81
1925年 16.18 15.81 12.92 13.77
1926年 16.07 16.30 13.08 13.07
1927年 16.68 16.73 14.66 13.03
1928年 16.83 16.13 14.38 13.24
1929年 16.73 15.25 14.53 13.08
1930年 14.95 13.38 13.57 12.53
1931年 13.23 11.41 10.34 10.35






















































































































































1931年 745 469 266 145
1932年 718 485 213 150
1933年 847 572 482 392
1934年 912 620 723 596
1935年 926 576 732 560
石炭鉱業連合会編『石炭統計』1936年版から作成。
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これまでの研究でも指摘されているように、日本海ルートは日満関係の主経路とはならなかっ
た71。むしろ1920年代以来の日満関係構築の延長線上にこそ、その後の日満関係が展望しうる
のである。
おわりに
　最後に、本稿がこれまで述べてきた諸点を整理しておきたい。満洲の経済的価値としてまっ
さきに挙げられる石炭であるが、対日輸出の諸条件が揃うのは1920年代のことであった。日本
内地側はこれを必ずしも無条件で歓迎したわけではなかったが、協調関係が形成されるととも
に、その輸出は順調に拡大していくのである。この間、満鉄では単に増産体制を構築するだけ
でなく、それをいかに効率的に日本に輸送するのか、という点についても対策を講じていった。
満鉄は海運を大連汽船による自社主義に徐々に切り替えていき、大連汽船はそれに合わせて規
模を拡大していくのである。
　そして、海運と並行して整備されていくのが港湾であった。この時期の満鉄が、満洲と日本
を結ぶ接点となる港湾についても重視していたことは、港湾協会設立の経緯からうかがえる。
満鉄では増加する撫順炭輸出に対応すべく、大連港の整備を進めるとともに海運力をさらに強
化し、これに対応する日本側の埠頭建設をも計画する。対日経済進出をより拡大するためには
輸送手段のさらなる効率化が有効であった。ここで候補地となったのが新興の工業地帯である
京浜地域であった。それは日本国内の港湾政策とも連動するものであったと考えられる。そし
て、やがて山本条太郎総裁期には、川崎や大阪における専用埠頭の建設に着手するのである。
　しかし、満鉄の対日進出策は、日本国内産業との微妙な関係を生み、時として日本内地側の
警戒心を引き起こした。満洲の資源といっても、それを日本と接合することについては、政府
内でも慎重論が存在していた。さらに間もなく昭和恐慌によって日本国内の経済状況が悪化す
ると、日満協調の枠組みは抑制策としての性格を見せるようになる。それは満洲事変の勃発と
満洲国の建国を見てもなお変わらなかった。撫順炭輸入制限問題は、満洲と日本との一元的経
済関係の難しさを象徴するものであったし、日満統制経済政策はそうした状況を前提としつつ
策定されていくのである。
　そうしたなかで、1920年代にはじまる日満通商の整備が、満洲国成立後に実現し、やがて日
満経済関係の具体的な基礎を形づくっていくことは重要である。川崎埠頭をはじめとして最新
鋭の設備を備えた港湾が日本と満蒙との架け橋となり、新たな時代が幕を開けるのである。従
来、日満関係は満洲事変を画期として理解されがちであったが、満洲側からの経済アプローチ
を通して見るとき、それが1920年代の模索のうえに成り立ち、方向づけられたものであった側
面は看過できないといえよう。
｜ 25 ｜
戦間期における日満経済関係の模索
注
１　当時の日本は南満洲に東部内蒙古を合せて「満蒙」とも呼称したが、本稿では「満洲」で統一する。
なお、資料や書名中の「満州」はそのままとした。
２　満鉄や貿易関係などを含めて、本稿と時期的に重なる代表的な研究として、金子文夫『近代日本にお
ける対満州投資の研究』（近藤出版社、1991年）がある。また、日本人商業団体については、柳沢遊『日
本人の植民地経験』（青木書店、1999年）がある。
３　通史的に扱った研究として、鈴木隆史『日本帝国主義と満州』（塙書房、1992年）。
４　例えば、桜井徹「南満州鉄道の経営と財閥」（藤井光男ほか編『日本多国籍企業の史的展開』上、大
月書店、1979年）、石井寛治「国際関係」（大石嘉一郎編『日本帝国主義史２』東京大学出版会、1987年）
など。ほかにも、東アジアレベルから日満経済関係について分析した研究に、堀和生『東アジア資本
主義史論Ⅰ』（ミネルヴァ書房、2009年）がある。
５　撫順炭と国内カルテルの展開について扱った研究として、松尾純広「日本における石炭独占組織の成
立」（『社会経済史』50-4、1984年10月）、同「石炭鉱業連合会と昭和石炭株式会社」（橋本寿朗・武田
晴人編『両大戦間期日本のカルテル』御茶の水書房、1985年）があり、ほかにも製鉄については、奈
倉文二『日本鉄鋼業史の研究』（近藤出版社、1984年）、岡崎哲二「銑鉄共同組合」（前掲『両大戦間
期日本のカルテル』所収）などが挙げられる。
６　この点について、三木理史「1920年代南満州鉄道における撫順炭輸送」（『アジア経済』56-1、2015年
３月）は、満鉄の石炭輸送・輸出について分析し、そこで満洲側の視点から対日貿易についても触れ
ているが、日満関係自体を考察しようとするものではなく、また、数値的把握に重点を置きがちである。
ただし、同論文は満洲炭輸出について、本稿では触れていない満洲域内の動向を知ることのできる重
要な研究成果である。
７　満鉄の港湾経営については、満洲国期を扱った研究はあるものの（風間秀人「満州国期における満鉄
と港湾」（岡部牧夫編『南満州鉄道株式会社の研究』（日本経済評論社、2008年）所収）、その前の時
期に関するものは、管見の限りではほとんどないようである。例外的に前掲「1920年代南満州鉄道に
おける撫順炭輸送」が、この時期の大連港の整備や海上輸送についても考察している。
８　南満洲鉄道株式会社庶務部調査課編『南満三港海運事情』（1928年）、8-40頁。
９　農商務省商務局貿易通報課編『重要輸入品ニ関スル調査（二）（石炭）』（1922年）。この時期の撫順炭
輸出の展開については、前掲「1920年代南満州鉄道における撫順炭輸送」も参照。
10　南満洲鉄道株式会社庶務部調査課編『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』（1928年）、587-588頁。ほか
に、松野周治「「日米合資満洲製鋼所」構想について」（『立命館経済学』53-1、2004年４月）、陳慈玉
（加島潤訳）「撫順炭鉱と満鉄の経営」（富澤芳亜ほか編『近代中国を生きた日系企業』大阪大学出版会、
2011年）も参照。
11　満鉄の石炭事業においては、全般的に見て満洲内消費が主であり、輸出は副次的な位置づけであった
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（前掲『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』1928年、720頁）。ただし、この頃、販路開拓に積極的な
態度を示していることは、後述のように様々な状況から確認できる。
12　塚瀬進「上海石炭市場をめぐる日中関係」（『アジア研究』35-4、1989年）参照。
13　南満洲鉄道株式会社庶務部調査課『撫順炭の販路』（1925年）、25-61頁。満鉄としては、中国南方およ
び南洋で他国炭に圧迫されれば、その分を日本市場に振り向けざるを得なかった。そうした見方は、
新聞でも報じられている（「どれ丈け掘っても間に合わぬ撫順炭の盛況」『満洲日日新聞』1923年１月
11日）。
14　この間の日本国内の状況は、前掲「日本における石炭独占組織の成立」に詳しい。また、以下におけ
る送炭調節および撫順炭販売協定に関する記述も同上。ほかにも関連する研究として、比較的近年の
ものに、長廣利崇『戦間期日本石炭鉱業の再編と産業組織』（日本経済評論社、2009年）がある。
15　石炭鉱業連合会編『石炭鉱業聯合会創立十五年誌』（1936年）、14-15頁。
16　南満洲鉄道株式会社庶務部調査課編『本邦の工業と満洲の原料（二）満蒙の石炭と本邦燃料問題』
（1928年）、58頁。南満洲鉄道株式会社庶務部調査課編『満洲政治経済事情』昭和３年版（1929年）、
81-82頁。
17　桑村剛次郎「撫順炭の内地輸入制限問題に就て」（『燃料協会誌』12-1、1933年１月）。
18　伊藤武雄ほか編『現代史資料』第31巻（みすず書房、1966年）、４頁。同計画について指摘した研究
として、前掲『近代日本における対満州投資の研究』があるが、計画の存在に触れるのみで、それが
実際にいかなる経緯をたどるのかについては論及していない（398-401頁）。
19　梅野実「私の満鉄時代」（『石炭時報』8-6、1933年６月）。
20　「撫順炭増掘と輸出会社の新設」（『満蒙実業彙報』93、1923年４月）。
21　撫順炭販売株式会社については、前掲「日本における石炭独占組織の成立」のほか、山村睦夫「戦前
における三井物産の海外進出　Ⅰ　第1次大戦後における三井物産の海外進出」（前掲『日本多国籍企
業の史的展開』上）を参照。
22　大連汽船については、社史（大連汽船株式会社編『大連汽船株式会社二十年略史』1935年《波形昭一
ほか監修『社史で見る日本経済史　植民地編』第21巻として、ゆまに書房より2003年に復刻》）があ
り、さらに、同社の後身である、東邦海運、新和海運の社史にも記述がある（東邦海運株式会社社史
編纂委員会編『東邦海運株式会社十五年史』1962年、新和海運株式会社編『新和海運三十年史』1992
年）。また、航路の変化を中心に同社の経営を分析する研究として、松浦章『汽船の時代』（清文堂出版、
2013年）がある。
23　前掲『大連汽船株式会社二十年略史』、53、245-255頁。
24　蘇崇民（山下睦男ほか訳）『満鉄史』（葦書房、1999年）、102-103頁。
25　前掲『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』、961-963頁。
26　港湾協会編『港湾協会十年史』（1934年）、31-35頁。
27　梅野実先生伝記編さん委員会編『梅野実翁伝記』（1972年）62-91頁。
28　前掲『港湾協会十年史』、2-4頁。
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29　前掲『港湾協会十年史』、18-19頁。
30　前掲『港湾協会十年史』、220-234頁。
31　大蔵公望「港湾修築の中止は不可なり」（『港湾』2-6、1924年６月）、市川数造「大連港より見たる日
本の港湾」（『港湾』9-7、1931年７月）。
32　後述する日満倉庫株式会社の社史である、日満倉庫株式会社編『日満倉庫株式会社十年略史』（1940年）
によれば、満鉄では1922年頃より販売価格の低廉化を図るための研究をはじめ、輸送の円滑化、効率
化に努めるようになり、1925年頃から日本内地における埠頭建設などについても本格的な調査をはじ
めていた（３頁）。
33　前掲『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』、479-484頁。大連市編『大連市史』（1936年）、683-688頁。
前掲「1920年代南満州鉄道における撫順炭輸送」も参照。
34　外務省記録「帝国産業政策及法規関係雑件」（アジア歴史資料センター（以下、レファレンスコード
のみ記す）、Ref. B11090821400）、「第三回経済調査会交通運輸特別委員会決議事項」（1926年７月）。
35　前掲『大連汽船株式会社二十年略史』、205-206、255頁。
36　「満鉄が積極的に撫順炭輸出を計画」（『大阪毎日新聞』1926年４月１日）。同様の報道として、「満鉄
が鶴見に石炭桟橋計画」（『読売新聞』1926年３月19日）。
37　「冬季の出貨調節に満鉄貯炭場増設」（『東京朝日新聞』1926年７月25日）。
38　南満州鉄道株式会社編『南満洲鉄道株式会社十年史』1919年、456-460頁。
39　横浜市港湾部編『横浜の港湾』（1929年）、60-68頁、「臨時港湾調査会設置と横浜新拡張計画」（『工人』
55、1926年4月）。横浜港史刊行委員会編『横浜港史　各論編』（1989年）、1231-1252頁。横浜市総務局
市史編集室編『横浜市史Ⅱ』第１巻上（1993年）、719-774頁。
40　『官報』4252、1926年10月26日。
41　国立公文書館『昭和財政史資料』４号172冊（Ref. A08072569200）、「横浜港港堺拡張ノ件」。
42　松本学「港湾調査の方針」上下（『港湾』3-1、3-3、1925年１月、同年３月）。
43　「満鉄の新方針」（『大阪朝日新聞』1927年10月21日）。ただし、山本自身は撫順炭の単純な対日輸出拡
大に慎重で、雑誌のインタビューにおいて「私の方は石炭を一噸も持つて来たくないのです。大体、
石炭を其侭持つて来るのは愚である。残らず姿を変へて持つて来ようと考へて居ます」と述べている
（ダイヤモンド社編『経済座談』ダイヤモンド社、1929年、316頁）。
44　「問題の大連汽船！」（『日支』1-4、1928年９月）。
45　前掲『大連汽船株式会社二十年略史』、205-206、249頁。前掲『東邦海運株式会社十五年史』、12-16頁。
46　上中龍雄「旧大連汽船五十年の思い出」（『海運』450、1965年3月）。同記事では、当時大連汽船の社員で、
後に同社の幹部となる長坂清太郎と高木磐雄が、大連汽船の事業発展について、「満鉄の幹部によく
船のことを理解する人がいてくれなけりゃ、発展しません。それについて、山本条太郎さんが来てく
れたということは僕らうれしかった」と述べ、山本は「船に興味があり、非常な関心を持っている人
でした」と述懐している。
47　以下、日満倉庫の設立経緯については、前掲『日満倉庫株式会社十年略史』、1-8頁参照。
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48　「鶴見及名古屋に於ける満鉄の埠頭計画」（『大連商工会議所報』156、1928年６月）。また、そこに港
湾の改修や海運力の増強が加われば、現状のトン当たり２円を同50銭にまで削減できるとの見通しが
あった（「大連内地間の大運輸計画」『東京朝日新聞』1928年５月26日）。
49　日満倉庫株式会社川崎埠頭事務所『川崎埠頭要覧』（1934年）、１頁。
50　前掲『日満倉庫株式会社十年略史』、101-109頁。15年史編纂委員会編『東洋埠頭株式会社15年史』（1961
年）、15頁。
51　「往復の荷物を奪はれ商船には致命傷」（『読売新聞』1928年12月27日）。
52　「大連汽船の内地進出反対」（『東京朝日新聞』1929年２月10日）。
53　例えば「焚料炭価調節有望」（『神戸新聞』1922年９月20日）によると、日本船主協会では政府および
満鉄に対し、撫順炭に出炭制限を実施しないこと、内地出炭制限に対しても何らかの考慮を加えるこ
と、を訴えていた。
54　外務省記録「本邦汽船会社関係雑件」第１巻（Ref. B09030165300）、1929年２月19日、兵庫県知事長
延連発、内相ほか各関係者宛。
55　「横浜港を圧倒する川崎港の大発展」（『港湾』7-10、1929年10月）。
56　前掲『日満倉庫株式会社十年略史』、93-97頁。
57　前掲『本邦の工業と満洲の原料（二）満蒙の石炭と本邦燃料問題』、36-59頁。
58　防衛省防衛研究所「密大日記」1930年第２冊続（Ref. C01003902600）、商工省「商工審議会第四特別
委員会（燃料問題）議事録（一）」。1930年２月25日の第17回会議、同年３月４日の第18回会議。
59　外務省記録「燃料問題並同研究所関係雑件　本邦ノ部」第1巻、（Ref:B08060552200）、「石炭石油及其
ノ代用燃料ニ関スル具体的国策答申」（1930年５月ヵ）。この答申は、田中内閣下における「燃料調査
委員会答申書」（1928年８月提出、同上資料）とほぼ同内容であるが、海外石炭資源についてはやや
消極的な表現に変わっている。
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